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１．はじめに

地方公会計制度の財務書類には、従来の官庁会計制度の決算書にはないメリットがありま

す。

メリット１：資産・負債といった、宮崎市全体のストック情報の把握が可能に！

メリット２：減価償却費などを含む、フルコスト情報の把握が可能に！

それにより！

【単式簿記】

一つの取引について、現金の収支のみをとら

え記録する帳簿記入の方法。

【現金主義】

現金の収入・支出という事実に基づき記録す

る考え方。

従来の官庁会計制度の考え方

【複式簿記】

一つの取引について、原因と結果の両方から二

面的にとらえ記録する帳簿記入の方法。

【発生主義】

現金の収入・支出にかかわらず、取引の発生時

点で収入・費用を記録する考え方。

地方公会計制度の考え方

地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、予算の適正・確実な執行を図る

という観点から、単式簿記による現金主義会計が採用されています。

一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿記による現金主義会

計では把握できない資産や負債といったストック情報や、減価償却費などの見えにくいコストを捉える

ことが課題となっていました。

地方公会計制度に基づく財務書類は、複式簿記による発生主義を取り入れることにより、官庁会計

における「歳入歳出決算書」を補完する役割を果たしています。

例）自動車を２００万円で購入した。

自動車の購入で ２００万円の支出

２００万円を支出した。 のみ把握

例）自動車を２００万円で購入した。

２００万円の自動車 自動車という

を取得した。 資産の増加

２００万円の現金支出 現金２００万円という

資産の減少

効果：行財政運営の結果に関する説明責任の充実

・・・ 「見える化」の促進
○ｃ
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宮崎市の取り組み

Ø作成単位

財務書類は下記の３つの区分で作成します。

・一般会計等 ・・・ 一般会計及び地方公営事業会計以外の特別会計を対象したもの

・全体 ・・・・・・・・・ 一般会計等に地方公営事業会計を加えたもの

・連結 ・・・・・・・・・ 全体に地方公共団体の関連団体を加えたもの

Ø作成基準日

令和３年３月３１日

出納整理期間が設けられている会計における当該期間内の現金の受け払い等は、基準日ま

でに終了したものとして処理しています。

Ø作成書類

統一的な基準による財務書類は下記の４つの書類により構成されています。

・貸借対照表

・行政コスト計算書

・純資産変動計算書

・資金収支計算書

Ø計数処理

本書の計数については百万円を単位とし、原則として単位未満を四捨五入しています。単位未

満の数字がある場合は「０」を表示し、計数がない場合は「－」を表示しています。

また、端数調整を行っていないため、合計等と一致しない場合があります。

宮崎市では、平成１４年度決算から旧総務省方式により「貸借対照表」（バランスシート）及び「行政

コスト計算書」の２種類の財務書類の作成・公表を行ってきました。

平成２０年度決算からは「総務省方式改訂モデル」により、普通会計ベースと、特別会計や企業会

計、関連団体も含めた連結ベースの財務４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算

書、資金収支計算書）を作成・公表してきました。

なお、平成２８年度決算からは、平成２６年４月に総務省から公表された「今後の新地方公会計の

推進に関する研究会報告書」における「統一的な基準」に基づき財務書類を作成しています。
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２．財務書類作成対象の範囲

財務書類は、一般会計と地方公営事業会計以外の特別会計からなる「一般会計等財務書類」、

公営事業会計の特別会計を含めた「全体財務書類」、さらに、出資団体等を含めた「連結財務書

類」の３種類を作成しています。

なお、本市のそれぞれの財務書類の対象会計及び関係団体は以下のとおりです。

◆特記事項◆

○連結財務書類では、広域連合、地方独立行政法人、地方三公社、第三セクター等（社会福祉法人を

含む）を連結対象にしています。

○第三セクター等については、以下の団体を全部連結の対象としています。

・市からの出資割合が５０％以上の団体

・役員の派遣、財政支援の実態や、出資及び損失補償等の財政支援の状況を総合的に勘案し、その

第三セクター等の業務運営に実質的に主導的な立場を確保していると認められる団体

○「宮崎水管理(株)」については、法人の事業期間と本市の事業期間が異なり、法人の都合により決算時

期の調整が行えないことから連結していません。

○平成２９年度より、簡易水道事業会計は水道事業会計に統合されました。

○令和２年度より、「宮崎県中部地区衛生組合」と「（一財）宮崎市清武文化会館」については、団体の解

散に伴って連結対象外となりました。

連結財務書類

①国民健康保険特別会計

②後期高齢者医療特別会計

③介護保険特別会計

④卸売市場特別会計

⑤公設合併処理浄化槽事業特別会計

⑥宅地造成事業特別会計

⑦水道事業会計

⑧工業用水道事業会計

⑨公共下水道事業会計

⑩農業集落排水事業会計

⑪田野病院事業会計

全体財務書類

①一般会計

②公営住宅建設資金特別会計

③公園墓地特別会計

④用地取得特別会計（休止中）

⑤母子父子寡婦福祉資金特別会計

⑥公債管理特別会計

一般会計等財務書類

⑦宮崎水管理（株）

⑧（福）宮崎市社会福祉協議会

⑨（公社）宮崎市観光協会

⑩（公財）宮崎市体育協会

⑪（一社）みやＰＥＣ推進機構

①宮崎県後期高齢者医療広域連合

②（大）宮崎公立大学

③宮崎市土地開発公社

④（福）宮崎市社会福祉事業団

⑤宮崎市フェニックス自然動物園管理（株）

⑥（公財）宮崎文化振興協会
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３．財務書類の関係

財務書類を構成する「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計

算書」の４表の関係性を示すと以下の図のとおりとなります。

一般会計等財務書類

①貸借対照表の「現金預金」は、資金収支計算書の「本年度末現金預金残高」と一致します。

②貸借対照表の「純資産合計」は、純資産変動計算書の「本年度末純資産残高」と一致しま

す。

③行政コスト計算書の「純行政コスト」は、純資産変動計算書の「純行政コスト」と一致します。

※純資産変動計算書の「純行政コスト」は、行政コスト計算書の「純行政コスト」と正負が逆に

表示されます。

① ②

③

貸借対照表

科目名 金額 科目名
資産の部 負債の部
固定資産 505,827 固定負債 178,118
有形固定資産 451,731 地方債 162,444
事業用資産 220,178 流動負債 20,179
インフラ資産 229,838 １年内償還予定地方債 17,082

投資その他の資産 53,567 負債合計 198,297
投資及び出資金 31,526 純資産の部

基金 20,210 固定資産等形成分 516,429
流動資産 18,748 余剰分（不足分） △ 190,151
現金預金 7,544
基金 10,593 純資産合計 326,279

資産合計 524,575 負債及び純資産合計 524,575

単位：百万円

金額

単位：百万円

科目名

経常費用 146,307

業務費用 62,196

人件費 21,211

物件費等 39,937

減価償却費 13,998

移転費用 84,111

補助金等 33,446

社会保障給付 38,425

経常収益 5,334

使用料及び手数料 3,858

純経常行政コスト 140,973

臨時損失 50,332

臨時利益 213

純行政コスト 191,092

行政コスト計算書

金額

純資産変動計算書
単位：百万円

科目名 合計
固定資産等

形成分
余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 323,351 514,748 △ 191,396
純行政コスト（△） △ 191,092 △ 191,092
財源 193,482 193,482
税収等 89,657 89,657
国県等補助金 103,825 103,825

本年度差額 2,389 2,389
固定資産等の変動（内部変動） 1,144
資産評価差額 0 0
無償所管換等 545 545
その他 △ 8 △ 8 0
本年度純資産変動額 2,927 1,682 1,246

本年度末純資産残高 326,279 516,429 △ 190,151

資金収支計算書

科目名
【業務活動収支】

業務活動収支 13,935
【投資活動収支】

投資活動収支 △ 12,090
【財務活動収支】

財務活動収支 867
本年度資金収支額 2,712
前年度末資金残高 3,419
本年度末資金残高 6,131

前年度末歳計外現金残高 1,363
本年度歳計外現金増減額 50
本年度末歳計外現金残高 1,413
本年度末現金預金残高 7,544

単位：百万円

金額
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４．貸借対照表（一般会計等）

貸借対照表は、会計年度末時点（出納整理期

間中の増減を含む）における市の資産・負債等の

状況を明らかにすることを目的として作成していま

す。

令和２年度末の資産は約５，２４６億円、負債は

約１，９８３億円、純資産は約３，２６３億円となりま

した。

【固定資産】
行政活動のために使用することを目的として保

有する資産、１年を超えて現金化される資産など

◇事業用資産

庁舎や学校など、公共用に使用するための資産

（インフラ資産を除く）

◇減価償却累計額

有形固定資産の使用年数に応じた価値の減少

分

◇建設仮勘定

建設中の固定資産に係る支出額

◇インフラ資産

道路、橋りょう、公園など

◇物品

自動車など、取得価格 100 万円以上の物品

◇投資その他の資産

公営企業会計出資金、流動資産に区分される

もの以外の基金積立金など

【流動資産】
１年以内に現金化しうる資産

◇未収金

収入すべき額のうち、まだ現金収入されていない

額

◇基金

財政調整基金や、翌年度に取り崩す予定の減

債積立金の額

◇徴収不能引当金

収入未済や貸付金のうち、不納欠損や貸し倒れ

となる可能性がある分について見積もり計上したも

の（資産の控除項目）

令和３年

科目名 金額（百万円）
【資産の部】

固定資産 505,827
有形固定資産 451,731

事業用資産 220,178
土地 127,077
立木竹 3,440
建物 234,393
建物減価償却累計額 △ 148,541
工作物 7,771
工作物減価償却累計額 △ 4,905
船舶 -
船舶減価償却累計額 -
浮標等 -
浮標等減価償却累計額 -
航空機 -
航空機減価償却累計額 -
その他 127
その他減価償却累計額 △ 30
建設仮勘定 845

インフラ資産 229,838
土地 49,951
建物 10,933
建物減価償却累計額 △ 5,100
工作物 432,100
工作物減価償却累計額 △ 270,226
その他 36
その他減価償却累計額 △ 10
建設仮勘定 12,154

物品 8,218
物品減価償却累計額 △ 6,504

無形固定資産 530
ソフトウェア 530
その他 -

投資その他の資産 53,567
投資及び出資金 31,526

有価証券 303
出資金 31,222
その他 -

投資損失引当金 △ 725
長期延滞債権 2,306
長期貸付金 367
基金 20,210

減債基金 6,028
その他 14,182

その他 -
徴収不能引当金 △ 117

流動資産 18,748
現金預金 7,544
未収金 725
短期貸付金 9
基金 10,593

財政調整基金 9,976
減債基金 617

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 122

資産合計 524,575
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３月３１日現在

≪参考≫令和２年度における市民一人当たりの

資産、負債及び純資産額

人口 ４０２,０３８人（令和３年１月１日現在）

【固定負債】

１年を超えて返済期間が到来する負債

◇地方債

資産の形成等のために発行した市債のうち、

翌々年度以降の償還予定額

◇退職手当引当金

在籍する職員が期末に自己都合退職すると仮

定した場合に必要な退職手当額を見積もり計上し

たもの

【流動負債】

１年以内に返済すべき負債

◇１年以内償還予定地方債

資産の形成等のために発行した市債のうち、１年

以内の償還予定額

◇賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当、法定福

利費相当額のうち本会計年度の期間に対応する額

【純資産】

資産の総額から負債の総額を控除したもの

市民一人当たりの貸借対照表

資産
１，３０５千円

負債
４９３千円

純資産
８１２千円

将来世代

の負担

現世代まで

の負担

現時点の
行政サービス

提供の源泉

科目名 金額（百万円）
【負債の部】

固定負債 178,118
地方債 162,444
長期未払金 -
退職手当引当金 14,692
損失補償等引当金 -
その他 982

流動負債 20,179
１年内償還予定地方債 17,082
未払金 -
未払費用 -
前受金 -
前受収益 -
賞与等引当金 1,349
預り金 1,422
その他 326

負債合計 198,297
【純資産の部】

固定資産等形成分 516,429
余剰分（不足分） △ 190,151

純資産合計 326,279
負債及び純資産合計 524,575
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５．行政コスト計算書（一般会計等）

行政コスト計算書は、民間の損益計算書にあた

るもので、当該会計年度中の行政活動のうち、資

産形成以外に使われた費用（コスト）と、その費用

の一部として充てられた使用料や手数料などの関

係を表しています。

令和２年度の純経常行政コストは約１，４１０億

円、純行政コストは約１，９１１億円となりました。

【経常費用】
行政活動を行うために、支出した費用のうち経常

的に必要なもの

◇業務費用

人件費や物件費、減価償却費など経常的な行

政活動に係る費用

◇引当金繰入額

当該会計年度に発生した引当金の額

◇維持補修費

資産の機能維持のために支出した修繕費等

◇減価償却費

建物、工作物、物品などの固定資産の１年間の

価値減少分を費用として計上したもの

◇移転費用

医療費助成などの社会保障給付や、他団体に

対する補助金など、他の主体に交付することにより

効果が出る費用

【経常収益】
行政活動により得られた収益のうち経常的に得

られるもの

【純経常行政コスト】
行政活動に要した費用から使用料及び手数料

などの受益者負担を差し引いた差額

【純行政コスト】
税収など、受益者負担以外の財源で負担するコ

スト

自 令和 ２年 ４月 １日

至 令和 ３年 ３月３１日

人口 ４０２,０３８人（令和３年１月１日現在）

科目名 金額（百万円）

  経常費用 146,307

    業務費用 62,196

      人件費 21,211

        職員給与費 12,558

        賞与等引当金繰入額 1,349

        退職手当引当金繰入額 1,183

        その他 6,121

      物件費等 39,937

        物件費 19,971

        維持補修費 2,692

        減価償却費 13,998

        その他 3,275

      その他の業務費用 1,049

        支払利息 703

        徴収不能引当金繰入額 239

        その他 106

    移転費用 84,111

      補助金等 33,446

      社会保障給付 38,425

      他会計への繰出金 10,999

      その他 1,241

  経常収益 5,334

    使用料及び手数料 3,858

    その他 1,477

純経常行政コスト 140,973

  臨時損失 50,332

    災害復旧事業費 431

    資産除売却損 1,057

    投資損失引当金繰入額 11

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 48,833

  臨時利益 213

    資産売却益 191

    その他 22

純行政コスト 191,092

市民一人当たり行政コスト計算書

費用
３６４千円

収入
１３千円

収支差額
３５１千円
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６．資金収支計算書（一般会計等）

資金収支計算書は、現金収支を「業務活動収

支」、「投資活動収支」及び「財務活動収支」の３

つの区分に分けて表示したものです。

活動区分の名称等が企業会計とは異なる部分

もありますが、現金収支の状況を活動区分ごとに

明らかにするという本質的な性格は、企業会計の

キャッシュ・フロー計算書と同様です。

令和２年度の資金収支は約２７億円の増加とな

り、年度末時点の現金預金残高は約７５億円とな

りました。

【業務活動収支】
経常的な行政サービスを提供するための現金収

支

≪収入≫

税収や固定資産の形成に寄与しない国庫支出

金、事業収入など

≪支出≫

給料の支払いや物品の購入、補助金等、行政

サービスを行うために要した経費

※この区分の収支が大きいほど、弾力性が高い

（＝支出の自由度が高い）ことを意味します。

【投資活動収支】
固定資産や基金の増減に係る現金収支

≪収入≫

固定資産の形成に寄与する国庫支出金、固定

資産の売却収入など

≪支出≫

固定資産の形成に寄与する支出

貸付、出資等の投資など

※この区分の収支のマイナスが大きいほど資産が

増加していることを意味します。

【財務活動収支】

外部からの資金調達に係る現金収支

市債の発行・償還、借入金の増減など

※この区分の収支がプラスになると、地方債の発

行額が償還額を上回っていることを意味します。

自 令和 ２年 ４月 １日

至 令和 ３年 ３月３１日

金額（百万円）

132,179
48,068
21,318
25,938

703
109

84,111
33,446
38,425
10,999
1,241

146,741
89,246
51,613
3,856
2,026

49,313
431

48,882
48,686
13,935

23,108
17,690
3,751
1,312

337
17

11,018
3,552
6,834

332
292

8
△ 12,090

17,464
17,118

346
18,331
18,331

0
867

2,712
3,419
6,131

1,363
50

1,413
7,544

科目名
【業務活動収支】
  業務支出
    業務費用支出
      人件費支出
      物件費等支出
      支払利息支出
      その他の支出
    移転費用支出
      補助金等支出
      社会保障給付支出
      他会計への繰出金
      その他の支出
  業務収入
    税収等収入
    国県等補助金収入
    使用料及び手数料収入
    その他の収入
  臨時支出
    災害復旧事業費支出
    その他の支出
  臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】
  投資活動支出
    公共施設等整備費支出
    基金積立金支出
    投資及び出資金支出
    貸付金支出
    その他の支出
  投資活動収入
    国県等補助金収入
    基金取崩収入
    貸付金元金回収収入
    資産売却収入
    その他の収入
投資活動収支
【財務活動収支】
  財務活動支出
    地方債等償還支出
    その他の支出
  財務活動収入
    地方債等発行収入
    その他の収入
財務活動収支
本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高
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７．純資産変動計算書（一般会計等）

自 令和 ２年 ４月 １日

至 令和 ３年 ３月３１日

８．注記

注記の主な掲載内容

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部の変動状況を示したものです。純資産がどのような要

因で増減しているかを明らかにしています。

純資産の前年度末残高は、約３，２３４億円でしたが、令和２年度中に約２９億円増加し、本年度末残高は、

約３，２６３億円となりました。

なお、本年度末純資産残高は、「貸借対照表」の「純資産の部：純資産」の項目に対応しています。

注記とは、財務書類の作成に関する重要な会計方針など、財務書類の内容を理解するために必要な

事項について説明したものです。

項 目 内 容

重要な会計方針 ○有形固定資産等の評価基準及び評価方法

取得原価により計上

※開始時については、再調達原価や備忘価額１円で計上しているものあり

○有価証券の評価基準及び評価方法

・市場価格のあるもの ・・・ 会計年度末における市場価格

・市場価格のないもの ・・・ 取得価額

○有形固定資産等の減価償却の方法

定額法により算出

○引当金の計上基準及び算定方法

・徴収不能引当金：過去５年間の平均不納欠損率により、見込額を計上

・退職手当引当金：期末自己都合要支給額を計上

・賞与等引当金：翌年度６月支給見込額のうち本会計年度の期間に対応する

分を計上

（単位：百万円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 323,351 514,748 △ 191,396
  純行政コスト（△） △ 191,092 △ 191,092
  財源 193,482 193,482
    税収等 89,657 89,657
    国県等補助金 103,825 103,825
  本年度差額 2,389 2,389
  固定資産等の変動（内部変動） 1,144 △ 1,144
    有形固定資産等の増加 18,098 △ 18,098
    有形固定資産等の減少 △ 15,053 15,053
    貸付金・基金等の増加 6,658 △ 6,658
    貸付金・基金等の減少 △ 8,559 8,559
  資産評価差額 0 0
  無償所管換等 545 545
  その他 △ 8 △ 8 -
  本年度純資産変動額 2,927 1,682 1,246
本年度末純資産残高 326,279 516,429 △ 190,151
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９．全体・連結財務書類の概要

全体・連結財務書類の概要は次のとおりです。

単位：百万円

資産の部 負債の部

固定資産 745,671 748,064 固定負債 359,516 360,395
有形固定資産 707,729 715,562 地方債 274,159 274,327
事業用資産 228,749 236,192 流動負債 31,875 32,351
インフラ資産 457,958 457,958 １年内償還予定地方債 25,612 25,612

投資その他の資産 37,412 31,963 負債合計 391,392 392,746
投資及び出資金 10,190 998 純資産の部

基金 23,291 27,011 固定資産等形成分 756,273 758,666
流動資産 33,220 38,096 余剰分（不足分） △ 368,774 △ 365,260
現金預金 19,678 23,809 他団体出資等分 - 9
基金 10,593 10,593 純資産合計 387,500 393,414

資産合計 778,891 786,160 負債及び純資産合計 778,891 786,160

貸借対照表

金額 金額
全体 連結 全体 連結

科目名 科目名

単位：百万円

経常費用 232,585 277,583
業務費用 83,799 91,002
人件費 23,743 26,645
物件費等 56,058 59,426
減価償却費 23,335 23,412

移転費用 148,786 186,581
補助金等 109,089 146,839
社会保障給付 38,482 38,482

経常収益 19,324 24,027
使用料及び手数料 16,634 16,629

純経常行政コスト 213,261 253,557
臨時損失 50,926 50,926
臨時利益 329 330

純行政コスト 263,858 304,153

行政コスト計算書

金額
全体 連結

科目名

令和２年度末の資産は、【全体】が約７，７８９億円、【連結】が約７，８６２億円、負債は、【全体】が約３，

９１４億円、【連結】が約３，９２７億円、純資産は、【全体】が約３，８７５億円、【連結】が約３，９３４億円と

なりました。

令和２年度の純経常行政コストは、【全体】が約２，１３３億円、【連結】が約２，５３６億円、純行政コスト

は、【全体】が約２，６３９億円、【連結】が約３，０４２億円となりました。
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単位：百万円

【業務活動収支】

業務活動収支 21,214 26,612
【投資活動収支】

投資活動収支 △ 15,870 △ 16,769
【財務活動収支】

財務活動収支 △ 1,876 △ 4,635
本年度資金収支額 3,469 5,209
前年度末資金残高 14,797 17,153
本年度末資金残高 18,265 22,396

前年度末歳計外現金残高 1,363 1,363
本年度歳計外現金増減額 50 50
本年度末歳計外現金残高 1,413 1,413
本年度末現金預金残高 19,678 23,809

資金収支計算書

金額
全体 連結

科目名

単位：百万円

前年度末純資産残高 385,118 389,056
純行政コスト（△） △ 263,858 △ 304,153
財源 265,874 308,215
税収等 119,855 139,384
国県等補助金 146,019 168,831

本年度差額 2,016 4,061
固定資産等の変動（内部変動）

資産評価差額 0 0
無償所管換等 375 375
その他 △ 10 △ 184
本年度純資産変動額 2,381 4,358

本年度末純資産残高 387,500 393,414

純資産変動計算書

金額
全体 連結

科目名

令和２年度の本年度純資産変動額は、【全体】が約２４億円、【連結】が約４４億円の増加となり、これに

より、令和２年度末の純資産残高は、【全体】が約３，８７５億円、【連結】が約３，９３４億円となりました。

令和２年度の資金収支額は、【全体】が約３５億円、【連結】が約５２億円の増加となり、歳計外現金を含

めると、令和２年度末の現金預金残高は、【全体】が約１９７億円、【連結】が約２３８億円となりました。
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１０．財務書類から分かること

（１）将来世代に残る資産はどのくらいあるか（資産形成度）

≪指標１≫資産老朽化比率(有形固定資産減価償却率) 一般会計等 ６２．６％、全体会計 ５３．９％

（２）将来世代と現世代との負担の分担は適切か(世代間公平性)

≪指標２≫純資産比率 一般会計等 ６２．２％、全体会計 ４９．８％

地方公会計制度の導入により、各指標の算出ができるようになったのを受け、以下の６つの視点で分析

を行いました。

Ø 資産形成度 ・・・・・ 将来世代に残る資産はどのくらいあるか

Ø 世代間公平性 ・・・ 将来世代と現世代との負担の分担は適切か

Ø 持続可能性 ・・・・・ 財政に持続可能性があるか

Ø 効率性 ・・・・・・・・・ 行政サービスは効率的に提供されているか

Ø 弾力性 ・・・・・・・・・ 資産形成を行う余裕はどのくらいあるか

Ø ©自律性 ・・・・・・・・・ 歳入はどのくらい税金等で賄わなわれているか

※住民基本台帳人口については、H30～R2 の各年度、1 月 1 日現在の人口を使用しています。

有形固定資産のうち、土地や立木、

建設仮勘定といった非償却資産を除

いた償却資産の取得価額に対する減

価償却累計額の割合を算出すること

により、耐用年数に対して資産の取得

からどの程度経過しているかを全体と

して把握することができます。

60.2 
61.4 

62.6 

51.4 
52.6 

53.9 

35 

40 

45 

50 

55 

60 

65 

H30 R1 R2

一般会計等 全体

％

地方公共団体は、地方債の発行

を通じて、将来世代と現世代の負

担の配分を行います。純資産の変

動は、将来世代と現世代の負担割

合が変化したことを意味します。

61.6 62.1 62.2 

48.8 49.5 49.8 

40 

45 

50 

55 

60 

65 

70 

H30 R1 R2

一般会計等 全体

％

資産老朽化比率

＝ 減価償却累計額 ÷ （有形固定資産－ 土地等の非償却資産 ＋ 減価償却累計額）

純資産比率 ＝ 純資産 ÷ 総資産
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≪指標３≫将来世代負担比率 一般会計等 ２５．１％、全体会計 ３３．０％

（３）財政の健全性はどうか（持続可能性）

≪指標４≫住民一人当たり負債額 一般会計等 ４９３千円/人、全体会計 ９７４千円/人

（４）行政サービスは効率的に提供されているか（効率性）

≪指標５≫住民一人当たり行政コスト 一般会計等 ４７５千円/人、全体会計 ６５５千円/人

社会資本等について将来の償還

等が必要な負債による形成割合を

算出することにより、社会資本等形

成に係る将来世代の負担の比重を

把握することができます。

負債額を住民基本台帳人口で除

して住民一人当たりの負債額とする

ことにより、住民にとってわかりやす

い情報となるとともに、他団体との比

較が容易になります。

500 490 493 

1,001 976 974 

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

H30 R1 R2

一般会計等 全体

千円/人

行政コスト計算書は、地方公共団

体の行政活動に係る人件費や物件

費等の費用を発生主義に基づきフ

ルコストとして表示するものです。そ

れにより算出される行政コストを住

民基本台帳人口で除して住民一人

当たり行政コストとすることにより、地

方公共団体の行政活動の効率性

を測定することができます。

326 344 

475 
500 

525 

656 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

H30 R1 R2

一般会計等 全体

千円/人

将来世代負担比率 ＝ 地方債残高（臨時財政対策債等の特例地方債除く） ÷ 有形・無形固定資産

住民一人当たり負債額 ＝ 負債合計 ÷ 住民基本台帳人口

住民一人当たり行政コスト ＝ 純行政コスト ÷ 住民基本台帳人口

25.7
24.9 25.1

34.1
33.2 33.0

20 

25 

30 

35 

40 

H30 R1 R2

一般会計等 全体

％

-14-



（５）資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか（弾力性）

≪指標６≫行政コスト対税収等比率 一般会計等 ７２．９％、全体会計 ８０．２％

（６）歳入はどのくらい税金等で賄われているか（自律性）

≪指標７≫受益者負担の割合 一般会計等 ３．６％、全体会計 ８．３％

一口メモ

税収等の一般財源等に対する行

政コストの比率を算出することによっ

て、当該年度の税収等のうち、どれ

だけが資産形成を伴わない行政コ

ストに費消されたのかを把握するこ

とができます。その比率が１００％に

近づくほど資産形成の余裕度が低

いといえ、さらに１００％を上回ると、

過去から蓄積した資産が取り崩され

たことを表します。

96.7
98.5

72.9

98.5 98.9

80.2

70 

75 

80 

85 

90 

95 

H30 R1 R2

一般会計等 全体

％

行政コスト計算書における使用料・

手数料や分担金・負担金などは、い

わゆる行政サービスの提供に対す

る受益者負担の金額であるため、

行政コストに対する割合を算定する

ことで、受益者負担割合を把握する

ことができます。

行政コスト対税収等比率 ＝ 純経常行政コスト ÷ （ 税収等 ＋ 国県等補助金 ）

受益者負担の割合 ＝ 経常収益 ÷ 経常費用

これまで、財務書類の作成方法は、総務省方式改訂モデルや基準モデル、

その他の方式（東京都方式等）といった複数の方式が存在していたことから他

団体との比較が容易ではありませんでしたが、統一的な基準による財務書類の

作成により、他団体との比較可能性が確保されることとなりました。

（※一部の指標では、地方公共団体の人口や面積、行政権能等が異なるこ

とにより、他団体と一概に比較できない指標も存在するため、比較する際には、

留意する必要があります。）

また、他団体との比較だけでなく、自団体での経年比較をすることにより、自

団体の状態がどう推移しているのかを把握することができます。

宮崎市では、これからも市民に分かりやすい財政資料の作成に努めるととも

に、財政の「見える化」を推進します。

「見える化」の推進
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